
地方自治体の裁量により健全性に応じた効率的
な橋梁点検を可能とする点検手法・頻度等の

弾力化・事務の簡素化

豊田市 建設部 道路予防保全課

8
9

重点事項46　新技術等を活用した橋梁点検を可能とするための点検手法等の見直し（豊田市）



道 路 橋 の 定 期 点 検 概 要
（背景）道路橋の老朽化の進行、笹子トンネル天井板落下事故

（平成26年3月 道路法施行規則改正）道路橋の定期点検では、必要な
知識及び技能を有する者が近接目視により五年に一回の頻度で健全性
診断を行い告示に示される区分に分類すること、さらに、点検・診断
結果や措置を講じたときの内容を記録し、供用中は保存することが義
務化。

※近接目視：肉眼により部材の変状等の状態を把握し評価が行える距離まで近接して目
視を行うこと

平成26年7月に施行され、全国約70万橋の道路橋について、五年に一
回の頻度での近接目視点検が義務化

9
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豊 田 市 に お け る 道 路 橋 定 期 点 検 の 課 題

• 橋梁の維持管理は老朽化に対する計
画的な修繕事業や耐震補強事業が必
要。

• 道路法の改正により、全橋に対する
点検業務や点検結果に伴う修繕事業
が追加となった。

• 橋梁の健全性の判断には高度な専門
知識と経験が必要であるが、まだ点
検が義務化されてから日が浅く職員
の絶対数が少ない。

• 本市においては年間約240橋の点検
実施も含めた事務担当者は3名程度
しかおらず、事務量に比べ人員が不
足していることが課題。

• 定期点検は全部材の近接目視点検で
あるため、高所作業が基本となる。

• 高所作業車や橋梁点検車等の作業車
を使用しても部材に近接できない場
合は、足場の設置やロープアクセス
等を実施することになる。

• 足場等の設置や撤去、関係機関協議
に時間を要し、かつ高所からの転落
事故等の危険性が高く、効率的な点
検及び安全性の確保が課題。

人員不足

今後、老朽化が進む中では、全ての橋梁に対し同品質の点検を実施することが困難

本市は約1,200橋を管理しており、平成26年より783橋の近接目視点検を実施

安全性確保

9
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具 体 的 な 支 障 事 例

• 左の写真は平成28年度に近接目視
点検を実施したトラス橋(次回は平
成33年に実施予定)

• 点検費用は約130万円
• I桁部は通行止め規制を実施し、橋
梁点検車にて点検実施

• トラス部及び橋脚部は作業車にて
部材に近接できないため、ロープ
アクセスにて点検実施

• 実質担当１名にて発注業務のほか
安全管理指導や関係機関協議、現
地立会等を実施

• 国土交通省、警察、自治区、近隣
市(境界橋のため)に対し関係機関
協議を実施

• 発注担当者はこの橋梁以外にも
100橋を越える点検のほか、修
繕・耐震補強事業を所管

橋長120ｍの市道橋(全景) I桁部は橋梁点検車

トラス部はロープアクセス 橋脚部はロープアクセス

今後、老朽化が進む中では、人員不足・安全性確保・予算の観点から全ての橋梁に対し同品質
の点検を実施することが困難

9
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道 路 橋 定 期 点 検 に 求 め る 制 度 改 正 案
現行法令のように、橋梁の状態や健全性に関係なく、一律に、近接目
視で五年に一回の頻度で点検を実施するのは非効率的である。

橋梁の安全性を確保したうえで、効率的かつ安全性の高い橋梁点検を
可能とするよう、道路法施行規則第4条の5の5において一律に定めら
れている点検手法・頻度の弾力化など事務の簡素化を求める。

ü 第三者被害が想定される橋梁や地方自治体が決めた重要度が高い橋
梁に対しては、現行法令のとおり五年に一回の頻度で近接目視点検
を実施する。

ü 第三者被害が想定されない橋梁や地方自治体が決めた重要度が低い
橋梁で初回点検を除く直前の近接目視点検における健全性診断の判
定結果がⅠであった場合に限り、橋梁点検全体の質が低下しない範
囲内で、地方自治体の裁量で点検頻度を定められるようにし、点検
手法についても近接目視以外の方法（例えば、小型無人機等での映
像確認等）を取り入れることが可能となるような制度改正を求める。

9
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制 度 改 正 に よ る 効 果

ü 地方自治体の裁量により点検手法・頻度等を柔軟に設定することが
できるようになることで、重要度の高い橋梁の点検や補修を優先的
に実施することが可能となり、点検・補修の質の向上に寄与する。

ü 新技術の実用化を促進し、技術の進展にあわせた点検手法をとるこ
とが可能となり、橋梁点検のコスト縮減・省力化が図られる。

定期点検が完了している783橋に対する健全性割合

【（参考）制度改正案による豊田市における今後の定期点検】

本市において、定期点検が完了してい
る783橋のうち、健全性の判定結果が
Ⅰの橋梁は287橋であるが、このうち、
第三者被害が想定される跨線橋や跨道
橋や重要度が高い橋梁を除くと258橋
となる。
この258橋においては、橋梁点検全体
の質が低下しない範囲内で点検頻度を
定め、かつ、作業車などでは近接でき
ない場合には近接目視以外の方法を取
り入れて点検を実施する。
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徳島県

新技術等を活用した橋梁点検を
可能とするための点検手法等の
見直し

平成２９年７月１３日

9
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46　新技術等を活用した橋梁点検を可能とするための点検手法等の見直し（徳島県）



◆ 道路法改正の背景

法令体系法令体系法令体系法令体系

道路法 改正

道路法施行令 改正

道路法施行規則 改正

平成25.9.2施行
････5年に年に年に年に1回、近接目視を基本回、近接目視を基本回、近接目視を基本回、近接目視を基本

徳島県の現状徳島県の現状徳島県の現状徳島県の現状

平成26.7.1施行

構造物の老朽化が顕在構造物の老朽化が顕在構造物の老朽化が顕在構造物の老朽化が顕在
全国の橋梁数

73万橋

･維持、点検、措置を講ずることを規定

○平成２６年度～○平成２６年度～○平成２６年度～○平成２６年度～ 近接近接近接近接目視に目視に目視に目視による橋梁点検を実施よる橋梁点検を実施よる橋梁点検を実施よる橋梁点検を実施

○徳島県内の橋梁○徳島県内の橋梁○徳島県内の橋梁○徳島県内の橋梁 １１，９２１橋１１，９２１橋１１，９２１橋１１，９２１橋

県管理橋梁は、平成１６年度県管理橋梁は、平成１６年度県管理橋梁は、平成１６年度県管理橋梁は、平成１６年度からからからから、、、、
遠望目視も認めた橋梁遠望目視も認めた橋梁遠望目視も認めた橋梁遠望目視も認めた橋梁点検を点検を点検を点検を実施実施実施実施

（県：２，４７９橋、市町村：９，４４２橋）（県：２，４７９橋、市町村：９，４４２橋）（県：２，４７９橋、市町村：９，４４２橋）（県：２，４７９橋、市町村：９，４４２橋）
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約３，０００円/ｍ
橋梁点検車

◆橋梁点検の課題

本県では、橋梁点検車が使用できないタイプの長大橋が多く、
近接目視による点検のための足場やロープアクセスが必要

約４２，０００円/m

コストや安全を考慮した新しい技術が必要

約２８，０００円/m

ロープアクセス足場設置

専門性が高く専門性が高く専門性が高く専門性が高く

安全の確保に課題安全の確保に課題安全の確保に課題安全の確保に課題
コストが高いコストが高いコストが高いコストが高い

主構部材が支障主構部材が支障主構部材が支障主構部材が支障

不可視部が存在不可視部が存在不可視部が存在不可視部が存在
+α +α

9
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◆橋梁点検車が使用できないタイプの長大橋

ケーブルイーグレット ＰＣラーメン橋（ディビダーク） 斜張橋

吊り橋 鋼アーチ橋（ニールセンローゼ） ワーレントラス橋

阿波しらさぎ大橋（５歳） 名田橋（５４歳） 末広大橋（４０歳）

小鳴門橋（５６歳） 祖谷口橋（４４歳） 吉野川橋（８９歳）

１１１１，，，，２９１ｍ２９１ｍ２９１ｍ２９１ｍ ８００ｍ８００ｍ８００ｍ８００ｍ

１１１１，４４，４４，４４，４４１ｍ１ｍ１ｍ１ｍ ２３０２３０２３０２３０ｍｍｍｍ １，０７１ｍ１，０７１ｍ１，０７１ｍ１，０７１ｍ

４７０ｍ４７０ｍ４７０ｍ４７０ｍ

幅員、桁高が大きく 橋梁点検車のブームが届かない

ケーブル、主構部材が支障となり 橋梁点検車のブームが入らない

9
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◆ 新技術の活用

構造物と一定の距離を保って撮影が
できる。

高度な操縦技術が不要で、構造物の
変状を把握できる。

遠隔操作で点検するため、安全性が
高い。

ロボットアームのカメラで撮影ができる。
作業台がなく、通常の点検車に比べ
作業範囲の制約が少ない。
遠隔操作で点検するため、安全性が
高い。

次世代社会インフラ用ロボット技術･ロボットシステム
～現場検証ポータルサイト～より抜粋

次世代社会インフラ用ロボット技術･ロボットシステム
～現場検証ポータルサイト～より抜粋

赤外線によりコンクリート構造物の変状
を高精度に抽出できる。
遠隔操作で点検するため、安全性が
高い。

次世代社会インフラ用ロボット技術･ロボットシステム
～現場検証ポータルサイト～より抜粋

近接目視点検支援技術 赤外線調査
トータルサポートシステム

橋梁点検ロボットシステム

国の取組
「次世代社会インフラ用ロボット開発･導入検討会」を設置し、
本格導入に向け、現場への試行的導入を実施している。
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近接目視と同等の点検精度を持った
点検ロボットなどの技術の進展に合わせて
点検手法を緩和

◆ 提 案

新技術を活用し、
橋梁に応じた点検手法を採用することにより、
作業の安全性を確保しつつ、コスト縮減を図る。

近接目視により、５年に１回の頻度で行うことを基本とする。

要要要要 件件件件 緩緩緩緩 和和和和

1
0
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災害ボランティアツアーに係る
旅行業法の適用除外について

平成２９年７月１９日

兵庫県企画県民部県民生活局県民生活課

1

1
0
1

重点番号44：地方公共団体等が実施する災害ボランティアツアーに係る旅行業法の適用除外（兵庫県）



宿泊費等実費相当の参加費を徴収し、災害ボランティアバスによるボランティアを実施

小規模バスツアーでは採算が合わず引き受け
る業者がないため、社会福祉協議会やＮＰＯ
団体等がやむを得ず実施を取りやめ

※兵庫県内４社協が実施断念、１社協が公募
中止

災害ボランティアバスと旅行業法に係る課題

平成28年５月25日付観観産第78号観光庁観光産業課旅行安全対策推進室長よりボランティアツアー
実施に係る旅行業法上の取扱について通知
通知内容：参加代金を収受してボランティアツアーを実施することに対する是正を求めるもの

（利益を追求しない実費徴収であっても報酬とみなされるとの解釈）

※旅行業法第２条・第３条
旅行業〔①報酬を得て ②一定の行為（旅行業務）を行う ③事業〕は、旅行業法の登録が必要

観光庁による通知

支障

旅行業者に委託することで参加者の費用負担が
増える（手配旅行の場合最大２０％増）
※但し、事実上は、左記理由から、小規模バス
ツアーが成立せず、結果としてボランティア活
動機会が失われる。

従来（H28.5観光庁通知前）

実施団体 ボランティア

2
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ひょうごボランタリープラザによるボランティアバス支援の状況

年度 件数 台数 延べ人数

平成２３年度 ８件 ９台 ２２３人

平成２４年度 ３８件 ４８台 １，１６３人

平成２５年度 ４１件 ４５台 １，１１７人

平成２６年度 ３６件 ３７台 ７９３人

平成２７年度 ２４件 ２４台 ５３６人

平成２８年度 ８件 ８台 ２１０人

年度 件数 台数 延べ人数

平成２２年度 ３件 １１台 １８０人

平成２３年度 １０件 ３３台 ６３４人

平成２４年度 ５件 ９台 １７１人

平成２５年度 ６件 １２台 ２３６人

平成２６年度 ６件 ８台 １４６人

平成２７年度 ５件 ７台 １４４人

平成２８年度 ３件 ５台 ９４人

（１）ひょうごボランタリープラザ（県社協組織）主催のバス派遣
※プラザが主催し、一般ボランティアを募集して実施

（２）ひょうごボランタリー基金によるバス助成
※ボランティアグループ、NPO等が行うボランティアバスの一部経費を助成

一定割合は公募により実施
（155件・１71台・４，０４２人）

原則として公募により実施
（３８件・８５台・１,６０５人）

※旅行業者以外が企画実施・代金
収受をすれば、旅行業法に抵触
するおそれ
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提案内容及び実現による効果

災害ボランティアツアーの実施にあたり、事故発生時の対応や責任者の明確化等が可
能な地方自治体及び公益性・公共性が高い社会福祉協議会は旅行業法の適用除外とす
ること

提案内容

効果

①小・中型バスを活用して、機動的できめ細かいボランティア活動が可能となる。
②参加者は、より安価にボランティア活動に参加できる。

実施団体・ボランティア

迅速・機動的に動ける多数のボランティアに来てもらうことで、

①被災者ニーズへの対応 ②災害ボランティアセンターの運営補助 等の復旧支援
③被災者の励ましにつながる傾聴や交流活動などの復興支援 の充実が期待できる

被災地
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災害ボランティアの状況(1)

－発災直後－

役割
家屋などのがれき撤去
家屋敷地の土砂搬出・清掃
救援物資の整理と配布
避難所の運営補助
ニーズの聴き取り調査 等

発災後半年間のボランティア数
東日本大震災 ７６２，３００人
熊本地震 １１６，４３８人

土砂搬出作業

（参考）阪神・淡路大震災ボランティア
（震災後１ヶ月間は１日平均２万人が活動）

※Ｈ７年２月～３月抽出調査

〔年代〕 ２０代５０％、２０歳未満２３％、
３０代１０％、４０代９％、５０代以上７％

〔職業〕大学・専門学校生４５％、
無職・ﾌﾘｰﾀｰ２１％、
主婦９％、会社員８％
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災害ボランティアの状況(2)

－復興期－

役割
恒久住宅への引越し支援
話し相手・はげまし
交流・コミュニティづくり支援

等

復興期のボランティア数
東日本大震災 ５年後・約3000人/月
熊本地震 １年後・ 約3００人/月

足湯サービス補助

仮設住宅住民との交流
6
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（参考１）
神戸新聞記事の一部を抜粋（Ｈ２９．６．１６朝刊）
被災地でのボランティアツアーをめぐり、観光庁が、ＮＰＯ法人などが自ら参加者を募り、
費用を徴収するのは旅行業法に違反するおそれがあるとして、旅行業者に委託するよう都
道府県に出した通知について、兵庫県内の関係者に戸惑いの声が広がっている。委託に伴
うコスト増で、活動が低調になるとの懸念があり、熊本地震での派遣を見送る団体も出て
いる。
これまでは、ＮＰＯ法人などが直接参加者を募ったり、料金を集めたりしていたが、観

光庁は５月の通知で、ボランティアを目的としたツアーでも手配は登録された旅行業者に
限られるとして注意を呼びかけた・・・・ＮＰＯ法人「日本災害救援ボランティアネット
ワーク」（西宮市）は６月中に熊本にボランティアを派遣予定だったが、実施を見送った。
東日本大震災ではバスを２６回運行し、今も支援を続けているだけに、常務理事のＴさん
は、「支援したいという気持ちを大切にし、災害では特例的にツアー運営を認めてほし
い」と求める・・・

（参考２）
兵庫県内社会福祉協議会の対応（H29.6月聴き取り）

Ａ市社会福祉協議会 実施予定であったが中止
Ｂ市社会福祉協議会 実施予定であったが中止 マイクロバス等で10名程度で
Ｃ町社会福祉協議会 実施予定であったが中止 予定していたが、引き受ける
Ｄ市社会福祉協議会 実施予定であったが中止 旅行業者がなく中止
Ｅ市社会福祉協議会 公募を取りやめ実施

（ボランティア常連に声かけ実施）
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（参考３）災害ボランティアバスに係る旅行業法適用除外に係る経緯

平成28年５月25日 旅行業法遵守通知発出

６月14日 国土交通相が閣議後の記者会見において、改善策等が
あるか検討すると発言（毎日新聞朝刊）

11月９日 災害後半年まで、旅行業法の適用を除外するよう観光
庁が方針を固めた旨報道（毎日新聞）
※翌1月5日にも産経新聞で同旨記事があったが、いず
れも事実関係確認できず

平成29年５月26日 通訳案内士法及び旅行業法の一部を改正する法律案が
参議院で可決（災害ボランティアバスの対応策は盛り
込まれていない）

8

1
0
8


	【参考資料１】提案団体資料の表紙（第59回）
	バインダー1
	39②_博物館の所管組織の選択制
	39_2_1公立博物館の所管を地方公共団体の首長とすること（北海道_公表）
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4

	39_２_2公立博物館の所管を地方公共団体の首長とすること（群馬県）

	13①_小規模多機能型居宅介護に係る従うべき基準の見直し（従業者の員数の緩和）
	15_介護サービス事業者の業務管理体制の整備に関する届出受理等事務の都道府県から中核市への移譲
	15_①介護サービス事業者の業務管理体制の整備に関する届出受理等事務の中核市への移譲
	介護サービス事業者の業務管理体制の整備に関する届出受理等事務の中核市への移譲
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4

	15_②介護サービス事業者の業務管理体制の整備に関する届出受理等事務の都道府県から中核市への移譲（金沢市）

	16_介護支援専門員の登録に関する見直し
	24_自動車運転代行業に係る指導・監督制度の見直し
	49②_都道府県経由事務の見直し
	1_大臣許可申請書等の経由事務廃止に係る説明資料(提出後修正)
	1-2_大臣許可の流れ(提出用)
	Sheet2

	1-3_関東地整・建設業許可申請手引き抜粋

	35_市民農園を開設できる者の要件の緩和
	31_所有者不明土地・空家等の適正管理に係る見直し
	26_駅前広場等における立体道路制度の道路の適用要件の緩和
	駅前広場等における立体道路制度の�道路の適用要件の緩和
	提案の背景
	世田谷区内の駅前広場
	京王線連続立体交差事業と�駅周辺まちづくり
	駅前広場整備事業の事例
	立体道路制度の概要
	立体道路制度の概要
	制度適用可能道路
	都市再生緊急整備地域と�都市再生特別地区
	都市再生緊急整備地域と�都市再生特別地区
	都市再生緊急整備地域と�都市再生特別地区
	適用要件緩和による効果

	25_道路占用許可に係る基準の弾力化
	①ヒアリング説明資料
	②別紙１ A3出力
	③別紙２ A3出力

	46_新技術等を活用した橋梁点検を可能とするための点検手法等の見直し（豊田市）
	地方自治体の裁量により健全性に応じた効率的な橋梁点検を可能とする点検手法・頻度等の�弾力化・事務の簡素化���豊田市 建設部 道路予防保全課�
	道路橋の定期点検概要
	豊田市における道路橋定期点検の課題
	具体的な支障事例
	道路橋定期点検に求める制度改正案
	制度改正による効果

	46_新技術等を活用した橋梁点検を可能とするための点検手法等の見直し（徳島県）
	44_地方公共団体等が実施する災害ボランティアツアーに係る旅行業法の適用除外




